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は じ め に
第2次 大戦後の世界経済体制はブレトン ・ウ.ッズ体制(BrettonWoodsSys・
tem)と よぼれる。それは国際通貨基金(IMF),国 際復興開発銀行(通 称:世
界銀行)お よびガット(GATT)を 三本柱 とし,国 際的協調 と協力のもとで世
界経済の秩序化 と自由化をはか り,も ってその拡大均衡を実現 しようとするも
のであった。 ・
この体制は戦後25年 にわた り,世 界経済の拡大 と発展に大きく寄与してき
た。しか し世界経済は,1970年 代にはいるや,ニ クソン ・シ ョック(71年8月),
オイル ・シ ョック(73年12月)に 見舞われ,74年4月 国連資源特別総会の 「新
国際経済秩序」(NIEO)宣 言以降,「 新しい秩序」への方途を模索 している。
最近,さ らに先進国間の 「経済摩擦」問題が これに加わ り,世 界経済はますま
す混迷の度合を深めている。
1970年 代におけるブレ トソ ・ウッズ体制の崩壊は,戦 後世界経済の構造変化
にそれが弾力的に対応できなかった ことに 起因するのであろう。 したが って
「新 しい秩序」確立の努力は,ブ レ トソ ・ウッズ体制が戦後世界の新 しい問題
に,ど の ように対応したふ(あ るいは対応 しえなかったか)に ついて,綿 密に
検討することか ら始め られなけれぽな らないであろう。
とはいえ,本 稿は,そ のような大きな問題を取 り上げようとするもの で な
い。そのような問題意識を持った上で,ブ レトソ ・ウッズ体制が,果 していか
に して生み出されたものかについて尋ね ようとす るものである。具体的にいお
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う。 ブレ トソ ・ウッズ体 制は,世 界大不 況の苦い経験 か ら生れた といわれ る。
その 「苦い経験」を繰 り返えさないためには,諸 国間の国際協力が不可欠であ
る とい う認識 が,ブ レ トン ・ウ ッズ体制成立 の出発点 となったのであ る。本稿
は この 「認識」 が どの ように して ブ レ トソ ・ウヅズ体制 として実現 したか一
ブレトン ・ウッズ体制創設者たちの辿った道一 をあらためて尋ねようとする
ものである。そ うすることにより,い ま世界経済体制が新段階に移ろうとして
いるにあた り,何 が新 しい段階に受け継がれなけれぽな らぬかについて,な ん
らかの示唆がえられるように思われるか らである。
(1)大 不況下 の世界経済:概 観
私はか って別の機会に,世 界大不況時の 「苦い経験」について述べたことが
1)
あるので,こ こでは簡単に,当 時の世界経済崩壊の状況を概観す るに止める。
大不況の嵐が吹き荒れた1929～32年 の期間に,ほ とんど総ての国で 生産,
2)3)
所得,物 価水準は大幅に下落し,世 界貿易(総 輸入額)は60%低 下 した。1930
年7月,米 国 は 悪 名 高 い ス ム ー ト ・ホ ー リ ー 法Smoot-HawleyActを 制 定 し
18ペ ージ.)
3)キ ン ドルバ ー ガ ー に よれ ば,世 界75力 国
の総 輸 入額(各 年 の 平 均 月額)は,当 時 の米
ドル で 表 わ して,1929年 の$2,658mnか
ら1932年 の$1,122milに 低 落 した 。C.P,
,Kindleberger,oρ.oづ ちp.1732,
1)麻 田四 郎 「両 大 戦 問 の国 際 経済 」 『世 界 経済 評 論 』 昭'44.10月 号。 そ の後,大 不 況 下
の世 界 経 済 に つ い て 次 の諸 文 献 が重 要 な も と して筆 者 の 目に うつ った 。H.W.Arndt,
銑6動o%o痴 〇五¢∬oπsoノ'加 荊 〃6'θ脆 丁肋'ゴ θ3,1944.OxfordU.P.(H.W.ア
ー ソ ト著 ,小 沢健 二 他 訳 『世 界大 不 況 の 教 訓』 昭53.東 洋 経済 新 報 社);W.A.Lewis,
励oπo〃 碗 翫7鰐191g-193g,1949(W.A.ル イ ス 著,石 崎 昭 彦 他訳 『世 界経 済
論一 両 大戦 間期 の分 析 』 昭44.新 評 論);RoyalInst三tuteofInternationalA伽irs,
丁加P706Z6〃20∫1窺87π α'勿πα♂1初 θs'初θ砿1937.お よびUnitedNations,動'θ7一
π認60πα1Cα 勿'αZル んσθ翅θπ'ε4%7∫ 〃8漉8動'67。 恥7P診7∫04,1949(楊 井 克 己,中
西 直 行 共訳 『国際 投 資 論 』昭45.日 本評 論 社);C.P.Kindleberger,7■加 塀o〃4勿
1)ψ7θ33δoπ,1920-39.1973.Un三v.ofCalif.Press.;F.L。Block,丁加07'g伽 ε
oア1窺 〃πα'づoπ認Eσo"o駕 ゴcDゴso74θ ノ,1977,Univ.ofCaliforniaPress;P.Fearon,
丁加07'炉 πε απ42Vα'%780〃 加 θ7θα'5」π吻.1929-1932,1979.MacmilIan.
2)前 掲 拙 稿 とは 別 に,H・W・ ア ー ン トは右 の 世 界不 況 時 経 済 指 標 下 落率(1929-32)
よ うな数 字 を 挙 げ て い る。(ア ーント,前 掲訳書
1ア・ リカ「ド イ ・kギ リス
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む
て,関 税 の大 幅引上げに踏み切 ったが,そ れ が多 くの国 の報復 関税を誘 った。
1931年 春,国 際金融市場 に崩壊が始 った。 まず 同年5月,オ ース トリアの有
力銀行 クレジ ッ ト・アンシ ュタル トCreditAnstaltが 債 務履行不能 を宣 言 し 、
て破産 した。それが英蘭銀行 の緊急融資や フーバ ー ・モ ラ トリアみ(賠 償支払い
の一年間停止)の 緊急措 置に もかかわ らず,オ ース トリアか らの短期資本 の逃避
を誘発 した。 国際 金融不 安は ヨー ロッパ諸国に波及す る。同年7月,ド イ ツ有
力銀行 ダナ ー ト銀行Dannatが 破 産 し,ド ィッの対外短期債i務の114が ドイ ツ
か ら流 出 した。8月,ド イ ツは金本位制 を放棄 して為替管理 にはい り,12月 ま
か
でに ヨーロッパ11力 国の為替管理を招いたo
資本逃避の大波は英国に波及した。英蘭銀行は同年9月 金本位制を離脱 して
為替管理にはいったが(翌1932年6月,英 国は為替管理を解除し,そ れにかわって為
替平衡勘定を開設した),これをきっかけ として,英 国と密接な貿易関係 にあった
諸国が金本位制を離れ,自 国通貨価値をポンドに結びつけるいわゆるスターリ
の
ソグ ・プ ロ呪クを形成 した。 つい で英 函は同年11月 一般関税を 引き上 げ,さ
らに翌1932年2月,輸 入 関税法ImportDutiesActを制定 して,こ れ までの
自由貿易 政策をは っき り旅棄 した。「輸入 関税 法」 は英 国が ヨーロ ッパ以 外 か
らの輸 入に対 して,一 律10%の 関税 を賦課 しよ うとす る ものであ るが,そ れ
が きっか け とな って同1932年7月 オ ッタ ワ会 議が開催 され,英 帝 国 特恵 制度
ImperialPreferenceが 形成 され る ことにな った。
この よ うな世界 経済 の状態 は,ま さに 」・ロ ビン ソンのい う 「近隣窮乏化政
策」 の悪循環 に他な らな い。 しか しこの頃 にな りよ うや く諸 国間に,混 迷 した
世界経 済 の泥沼か ら抜 け 出すた めには,こ れ までの ような相互不信 ではな く,
4)カ ナ ダ,キ ュ ーバ,メ キ シ コ,フ ラ ンス,イ タ リア は 直 ちに ア メ リカ の重 要輸 出 品に
対 して 関 税 を大 幅 に引 き上 げ,翌1931年 には イ ン ド,ペ ル ー,ア ル ゼ ンチ ン,ブ ラ ジ
ル,リ トア ニアが 一 般 関 税 を引 き上 げ,さ らに ス イ ス は ア メ リカ商 品 に対 して ボ イ コッ
トを 行 っ た(前 掲,拙 稿)。
5)ハ ンガ リー,ギ リシア,チ ェ コス ロバ キ ア,ア イ ス ラ ン ド,ユ ー ゴス ラ ビア,ラ トビ
ア,オ ー ス トリア,フ ィ ンラ ン ド,ノ ル ウ ェ ー,デ ンマ ー ク,エ ス トニア。
6)1933年 の ス タ ー リング地 域:英 本 国,オ ース トラ リア,ニ ュ ージ ー ラ ン ド,エ ジ プ
ト,イ ラ ク,海 峡 植 民 地,南 ・北 ロー デ シア,ポ ル トガル,ス ウ ェーデ ソ,デ ンマ ー
ク,フ ィ γラ ソ ドお よび 直 轄植 民 地 。
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諸 国間 の国際 協力が不 可欠であ る との認識 が生れて きた。1932年6月 の ローザ
ン ヌ会議が それであ る。 ローザ ソヌ会議 は,前 年か らの フーバ ー ・モラ トリア
の
ムの継続と ドイッ賠償の打切 りを決定するとともに,翌 年世界経済会議を開催
して,世 界経済の再建につき協議することを,国 際連盟に勧告した。この勧告
に もとづき,国 際連盟加盟国は翌1933年6.月 ロンドソにて 世界経済会議を開
催 した(非 加盟国の米国も代表を送った)。この会議では,国 際協力によって為替管
理の撤廃 と通貨の安定を図る方策が論議されたが,米 国がそれに協力すること
を拒否 し,'そ のためロンドン会議は何の成果 も挙げ ることな く閉会 した。
当時,米 国の金融界は悲惨な状況にあった。1930～32年 に銀行閉鎖は5,100
　　
件 の多 きにのぼ った。そのためル ーズベ ル ト大統領は,1933年3月,「 銀行 閉鎖」
bankingholidayを 宣 言 し,そ して金輸出禁止を断行 した。翌4月,米 議会は・
大 統領に ドルの金価値 を50%引 ぎ下げる権限 を与 えた。これは米 国が ドル引下
の
げを企図 してい るこ とを意味す る。米 国が ロソ ドソ会議 に冷淡 であ った のは,
この よ うな 国内の金融事 情に よるもので ある。 大統領へ のその ような権 限付与
は当然 ドル売 りを誘 い,ド ルは8月 までに27%下 落 した。 ついで米 国は新産
金を政府指定価 格で買入れ る政策(再 建金融公社Rec・nstructi・nFinanceC・rp・ 賂
tionの 設立)を 採 って,金 の 自由市場価格 の引上げを図 り,さ らに1934年1月,
金準備法GoldReserveActを制定 して,1オ ンス=3与 ドルの新平価を決定 し
　 エの
た。 これは約41%の ドル切下げ であ った。
7)1929年 ドイ ツ賠 償 の再 検 討 に あ た った ヤ ン グ委 員会 は,国 際 決 済 銀 行Bankfor
InternationalSettlements.BISの設 立 を提 案 し,そ れ に も とつ い て1930年5月,
BISが 設 立 され た。BISは(1)ド イ ツ賠 償 の受 取 りと関 係諸 国へ の配 分,お よび(2)
中央 銀 行 相互 の協 議 機 関 とな る こ とを 目的 と した。1932年 ローザ ン ヌ会 議 は,ド イ ツ賠
償 を打 ち 切 り,そ のか わ りに ドイ ツは30億 マ ル クの 国債 をB工Sに 引 き渡 してBISの
資 産 に 組 み 入れ る こ とを 決 定 した。 しか しそ の決 定 は ヒ ッ トラ ー政 権 出 現(1933)の た
め に実 施 され ず,ド イ ツ賠 償 は そ の ま ま打 ち切 られ て しま っ た。 第2次 大戦 後B工S然
OEEC,OECDの 中 心 機 関 とし て再 生 し,現 在 に い た っ て い る。 ア ー ン ト,前 掲 訳 書,
301ペ ー ジ。RobertW.Oliver,瀦〃πα'伽 σJEco%o漉oCo.oρ θアα≠肋 伽4'勿
πo〃4β 砺 ゑ1975.Macmillan.pp.52-55,
8)P.T.Ellsworth,丁乃θ癬 〃 πα'20πσZEoo%o勉y,1950.Macmillanp.529.
9)米 国 は 国 内 の不 況 対 策 と して,ド ル 平価 の切 下 げ,金 価 格 の引 上 げ に よ り,一 般 物 価
の適正 水 準 へ の 引 上 げ を 企 図 した 。Ellsworth,弼4.,p.530.
10)∫ ゐ'4.,p.533,
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この ドルの平価切下げは,他 の金本位国の平価切下げを誘 ったば か りで な
く,す でに金本位制を離れて為替管理を実施 していた諸国の為替切 下 げ を 招
き,さ らには,各 国為替管理の強化,関 税引上げ,輸 入数量制限,複 数為替
制,輸 出補助金,双 務貿易bilateraltrade等 経済戦争のあらゆる手段を生み
出して,世 界経済の崩壊をもたらした。
(2)米 英仏 三 国通貨 協定
以上は,大 不況時における世界経済の概観であるが,そ の混迷のなかで,小
規模 とはいえかな りの効果を挙げた国際協力の実例があった。米英仏三国通貨
協定TripartiteMonetaryAgreementがそれである。 この通貨協定は,戦 後
　つ
IMF構 想の先駆 とも見ることができるので,つ ぎにその要点を見てみ よう。
米英仏三国間における為替協定の試みは,実 の ところ5さ きに述べた ロソド
ソ世界経済会議(1933年)の 予備会談に見 られるのであるが,そ の時は残念な
まの
が ら不発に終 った。
1936年9月25日,米 英仏三国はそれぞれ通貨協定が合意されたことを発表
し,10月12日,為 替相場の急激な変動を回避する目的で,三 国の為替平衡資
金(勘 定)の 間で金の売買を行なう旨の協定を締結 した。 ただ しこの場合,各
国通貨の金平価は必ずしも固定されず,24時 間の予告をもって変更できるとす
るものである。
　
三国の 「為替平衡資金」の間で金売買が可能になることによっで,三 国の為
替相場はいわゆる金輸出入点内に落ち着 くことが可能になる。 この点を仮説例
で説明 しよう。 いま英国が,ポ ンド騰貴 ・フラソ下落に直面 してダそれを防 ぐ
11)三 国 通 貨 協 定 につ い ては,多 くの文 献 で 言及 され てい るが,そ の詳 細 な 説 明 につ い て
は,田 中 金 司 『金 本 位 制 の 回顧 と展 望 』 昭26.千 倉 書 房 を 除 い て は,ほ とん ど見 当 らな
い 。 本 節 の敏 述 は これ に 大 き く負 って い る。`'
12)田 中 金 司,前 掲書,177ペ ージ。R.ヌ ル クセ(小 島 清 ・村 野 孝 訳)『 国 際 通貨 一20世
紀 の 理 論 と現 実 』昭28.東 洋経 済 新 報 社220ペ ー ジ。
13)為 替 平衡 資 金exchangeequalizatiQnfund一英 国 は平 衡 勘 定equalizationaccount
と呼 ん だ一 は,英 国 で は1931年6月,ア メ リカで は1934年4月,フ ラ ソスで は1936年
10月 に それ ぞ れ 開 設 され た。 田中 金 司,前 掲 書,235-240ペ ー ジ。
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目的でポンドによるフランの買支えを行なうとしよう。その結果,英 国のフラ
ソ保有高は増大す る。 もしその時フラソスがフラソ金平価の引下げを行なった
ならぽ,英 国の保有する外貨(フ ラン)の 金価値は引き下げられ,英 国が一方
的に為替評価損の危険を蒙ることになる。 この危険があるため,英 国はフラソ
支持を無制限に続けることはできない。 しか し,も し英国の為替平衡勘定が,
その保有するフラソと交換に,フ ランスの為替平衡資金から自由に金を受け取
ることが可能であるならば,英 国は安んじてブラソの買支えを行ない,そ し
て,過 大 と考えるフラン保有高については,そ れを金と交換するであろ う。そ
のようにして,為 替平衡資金相互間の金売買は,金 本位制放棄のため民間の金
輸出入が禁止されている状況のもとにおいても,各 国の為替相場を金本位制下
ユの
と同様 に安定 させ る効 果を もつ のであ る。
もしその フラ ンの弱体が構造的 な ものであ るな らば,ど うな るであろ うか。
その場合,'当 然,フ ラソの切下 げが行われ るであろ うが,そ の切下げは24時
間 の予告 を もって行わ れ るの であ る。 フラ ン切下 げの予告を受 けた英 米 両 国
は,そ れ ぞれ保 有す る フランの うち,望 む額 を,24時 間以内 に金 と交擁 して,
然 らざる場 合に蒙 るで あろ う為替評価 損を回避す る ことがで きるのであ る。
しか しなが ら,三 国通貨 協定 の意義 は,い ま述べた ように,金 本位 制が停止
され ている場 合で も,為 替 相場の安定 を図 るこ とが できる とい うこ とだけにあ
るのでは ない。それに 加えて,一 国の通貨価値 の変 更が,こ れ までの よ うに恣
意的かつ一方 的に行われ るので嫡な く,相 手国 の同意 の もとで行われ る よ うに
なる こ とが重要であ る。 事実,フ ラソスは1937年2回 にわ た って平価 切下げ
を行 ったが,い ずれ も英 米の同意 の もとで行な い,米 英 クロス ・レー トも金平
価(金1オ ソス=35ド ル,釘=$4.86)の 上 下1%以 内に止 まった。
と
三 国通貨 協定は1939年9月 第2大 戦の勃発 に よって 事実上 消滅 した が,こ
の経 験が,IMFに おけ る為替便宣 の供与,平 価変 更手続 きの明確化 とい う形
14)イ ギ リスは1931年9月 金本位制を離脱した。アメリカは1933年4月 金本位制を離脱
し,翌1934年1月 金準備法のもとで金平価を引き下げて,金 本位制に復帰したが,ド
ルの金免換には財務長官の承認が必要であ り,厳 密な意味での金本位とはい え なか っ
た。フランスは1936年9月 金本位制を離脱 した。田中金司。前掲書,171-174ペ ージ。
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で戦後に生かされていることは,決 して見落されてはならない ところ で あ ろ
　
う。
(3)戦 後計画への始動
1939年9月1目,ド イツのポ ーラソ ド侵入に よって第2次 大 戦が始 ま っ た
が,そ の直後,米 国政府 の三 つの部門に おいて,戦 後世界経済 につ いての構 想
が練 られ始めた。 第1は 国務 省(国 務長官;コ ーデル ・ノ・ルCordel1Hul1),第2は
財務 雀(財 務長官:ヘ ンリー ・モルゲソソーHenryMorgenthau),そ して第3は 「戦
時経済 局TheBoar40fEco且omicWar(畠1大統領ヘンリー ウォーレスHenry
Wallace)で あ る。 この三部 門はそれぞれ独立 に戦後構想 に着手 した ので あ る
が,い ずれ もそ の基 本方針に ついては共通 していた。 それは多 角的世界貿易体
制の確立,す なわ ち,(1)関 税障壁 の軽減(自 由化),(2)圏 差別待遇 の撤廃(無 差
ユの
別),(3)通 貨交換制の回復(多 角決済)で ある。 これ らの基本方針はいずれ も大
不況下の 「苦い経験」から生まれたものであるが,と くに差別待遇の撤廃につ
いては,そ れが英帝国特恵(1932年)に 対す る米国の強い不満を 背景に した も
ユの
のであ るこ とには,留 意す る必要 があろ う。
つ ぎに米 政府部 内の三部門それ ぞれの動 きにつ いて見 よ う。 戦争初期 には 国
務省が主導権 を握 っていた。 戦争勃発 の二週 間後(1939年9月16日),・ ・ル国務
長官 は ブル ッキ ングス研 究所 の レオ ・ノくスボルスキ ーDLLeoPasvolskyを特
　ラ
別 顧 問 に 任 命 し て,戦 後 問 題 の 検 討 に 当 ら せ た 。 戦 前 の よ うな 世 界 経 済 の 混 乱
を ひ き起 こ す 虞 れ の な い 戦 後 構 想 を 策 定 す る こ と に よ っ て,中 立 国 の 立 場 か ら
15)後 日,IMF協 定 の ホ ワイ ト案 の立 案者 と して 知 られ るハ リー ・D・ ホ ワイ トHarry
D.Whiteが,当 時 財 務 省 金融 専 門 家 と して,三 国 通貨 協 定 の立 案 に 参 画 し て いた こ と
は,筆 者 には 意 味深 く思 わ れ る。R.F.Harrod,丁 勉 ゐザθoア ∫o伽1吻yπ α741惣 翅 θ8,
1951,Macmillanp.538。(R.F.ハロ ッ ド著,塩 野 谷九 十 九 訳 『ケ イ ンズ伝 』III昭31.'
東 洋経 済 新 報 社753ペ ー ジ)。RobertW.01iver,oρ.oづ'.,p.82,88.
16)RichardN.Gardner,S'θ〃伽9」Do〃 σ7Z万 ρ!o勉αcy,newexpandeded.1969,
MacmiUan(R.N.』 ガ ー ドナ ー著,村 野 孝,加 瀬 正 一訳 『国際 通 貨 体 制 成立 史 』 上 下,
昭48.東 洋経 済 新 報 社115-127ペ ー ジ)。
.17)ハ ル 国 務 長 官 は貿 易障 壁 の 軽減,と くに 差別 待 遇 の 撤 廃 を重 視 した 。 そ れ は米 政 府 全
体 の 支持 す る とこ ろで あ っ た。 ガ ー ドナ ー前 掲 訳 書,118-119ペ ー ジ。
18)RW.Oliver,oヵ.oげ'.,p.101,ガー ドナ ー,前 掲 訳 書,106ペ ー ジ。
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戦争 の早期終結 に寄与す る とい うのが,・ ・ルの意図であ った。翌1940年 早 々,
ハル姻 魏 内に 「対 外間騨 問委員会」AdvisoryCo㎜itteeonProblems
ofForeignRelationを 設 置 し,そ の下に政治 問題 軍縮 問題 経 済問題 をそ
れ ぞれ担当す る三 つの小委員会 を設けた。経済 問題 小委員会 は,資 源 ・通商 ・
投資 ・通 貨問題 につ いて中立諸 国 と協議す る ことを提 案 し,同 年2月,ハ ル長
官は実際 に中立42力 国の代表 と協議に はい った。 しか しこの協議 も,4月,ヨ
　一 ロッパ戦局の悪化 のため打 ち切 られ て しま った。
1941年,国 務 省は 「武器貸与 法」Lend-LeaseAct(後 述)関 係業 務に忙殺 さ
れて いた が,真 珠湾 攻撃の2週 間後,ハ ル長官はパ スボルスキ ーの進言 に よ
り,大 統領に書翰 を送 り,「 対 外問題諮 問委員会」 の再 開を進言 した。 その結
果,大 纈 翻 の もとに 「轍 対外政 繍 問委 員会jAdvisoryCo㎜itteeon
Po籠WarFdreignPolicyが設置 され た。 これは関係省庁 の代表者 に よって構i
成 された,省 際的性格(interdepartmental)の もので ある。 この委 員会 の下 に
6つ の小委員会 が設 け られ,そ の うちの2つ が 経済 問題 を担 当 した。 ひ と つ
(小委員長:A.A.バ ールニ世AdolfA.Berle,Jr)は,救笹,生 産施設 の再 開 ・再
建,復 員,労 働,社 会保障,移 民,運 輸 ・通信 とい った 戦争終結に ともな う緊
急 問題 を取 り上げ るものであ り,い まひ とつ(小 委員長:デ ィーン ・アチソンDean
Acheson)は 通商,国 際通貨 ・投 資,商 品協 定,国 際 カルテル とい った長期 問題
を取 り扱 うものであ る。 この二つ の小委 員会は後 日(1943年4月)統 合 さ れ
て,「 国務 省戦後対外経済政 策委 員会」StateDepartmentCom皿itteeonPost・
WarForeignEconomicPobicy(M.テイラー委員会MyronTaylorCommission
として知られる)に 改組 され,国 際通 貨,長 期 国際撲 資,.貿 易障 害,商 品協定,
国際 的不 況対策等 の問題 を取 り上げ るこ とにな った。そ の当時す でに財務省 で
は 「ホワイ ト案」 が作 られ ていた ので あるが,国 務省は この時点 まで自 らを戦
　
後計画立案の中心と考えていた。
このような国務省の動きとは別に,財 務省においても戦後計画が構想 されて
19)R.W,01iver,oρ,o歪'.,p.102.
20)∫ ゐゴ4L,p.102-103.
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いた。1938～40年 の期間,財 務省通貨調査 局TreasuryDepartment,Division
ofMonetaryResearchの専 門家た ちは,両 大戦間期 の国際金 融問題 を検 討 し
ていたが,世 界大不況 を深刻化 し,金 本位制 の崩壊 を招 いた原 因 とし て は,
1931年 の米国か らの長期 資本輸 出の突然 の停止を とくに重 視 して いた。そ して
　
彼 らは,国 際投資は将来なんらかの形で規制 されることが必要と考えていた。
ヨ　ラ
1938年 当時,ハ リー ・ホ ワイ トは財 務省 通貨調査局長 であ った。
ホ ワイ トは1941年 の夏頃か ら独 自で 戦後計画 の構想 を作 り上 げていた。 そ
れ は翌1942年4月 「連 合な らび に同盟 国の安定基金 と復 興 開 発 銀 行 試 案」
(Sug琴estedPlanforaUnitedandAssociatedNationsStabilizationFulld
andaBankforReconstructionandDevelopmentofUnitedandAssociated
Nations)と して,モ ル ゲン ソー財 務長官に提 出された。 この 「試 案」は さらに
　
大統領に送付された。大統領はこの案の検討を国務省および戦時経済局 と連携
して続けることを財務省に指示 した。 その結果,同 年5月25日,財 務省内に
省際組織 「内閣委員会」CabinetCommitteeが 設立され,さ らにその下に小委
員会 「アメ リ縛 門委員会」㎞ericanTechnicalCo㎜itteeが 謝 られ,そ
の議長にハ リー ・ホワイ トが任命された。以後,こ の小委員会が,米 国側戦後
計画策定の中心とな り,こ こで 「国際通貨基金」および 「国際復興開発銀行」
ヨの
の米国側公式草案が作成 されることになる。
国務省および財務省 とは別に,1941年8月,副 大統領ヘソリー ・ウォーレス
のもとに 「戦時経済局」が組織された。M.パ ーキソスMiloPerkinsが 責任者
となってここでもまた戦後計画が検討された。ここでは長期国際投資促進の問
題に重点が置かれた。ここか らは特別な提案は行われなかったが,後 日(1956年)
国際復興開発銀行の付属機関 として設立される 「国際金融公社」Intemationa1
21)1δ げ4L,p。109.
22)ハ リー ・ホ ワイ トの経 歴 につ いて は ゴδ鼠,PP.81-85.
23)こ の試 案 は 財 務 省 公 式 見解 で は な く,ホ ワイ トの 「私 案 」 に 止 まっ て いた 。Oliver,
ゴδ鉱,p.111.な お,ホ ワイ トの初 期 の 草稿 に は 「開 発」developmentと い う語 は な
か った といわ れ る。 ガ ー ドナ ー,前 掲 訳 書,232ペ ージ。
24)Oliver,oρ.c露.,pp.135-137.
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FinanceCorporationの 先駆 とい ってよい構 想が論議 され た。「戦 時経 済局」の
作業は1942年5月 設 立の 「アメ リカ専 門委員会」 の任務に統合 された。
(4)武 器 貸 与法 と大西 洋憲 章
われわれは,戦 後計画の構想が米国政府部内で練られていたことを 見 て き
た。 しかしそれがブレ トン ・ウッズにおいてIMFと 世界銀行の二協定として
結実す るには,な お三つの大きな政治の段階を経なければならなか った。武器
貸与法,大 西洋憲章および相互援助鰯定の締結がそれである。
1940年12月,ル ーズベル ト大統領は,ラ ジオ放送の炉辺談話において,米
国が連合国側の兵器廠 となることを声明し,翌1941年3月 「武 器 貸 与 法」
Lend-LeaseActを 成立させた。当時英国の外貨準備は,軍 事物資調達のため)
澗渇状態にあったが,武 器貸与法はそゐような英 国の窮状を救 うことを 目的 と
した ものである。 しか し武器貸与法の制定には一つの困難があった。
第一次大戦後(1920年 代)の 世界経済を不安定にした要因に,戦 敗国の賠償
　の
問題 と戦勝国間の戦時貸借の処理問題があった。その 「苦い経験」が生かされ
　
て,第 二次大戦後には金銭賠償は原則 として行われなかった。 しか し,戦 勝国
間の戦時貸借関係を戦後に残 さないようにすることは難しい問題である。武器
貸与法は この難問に直面 したのである。
当時,多 くの米国民は,米 国が中立国の立場を維持することができると考え
てお り,戦 争物資を貸与することが米国自身の防衛に必要な措置であるとは思
っていなかった。 したがって,貸 与物資が後 日何らかの形で返済 されることは
25)∫ δ'4↓,pp.109-110。
26)前 掲拙稿 「両大戦間期の国際経済」参照。
27)第 二次大戦後の賠償問題については,J.M.Keynes,丁 加 、Ecoηo〃zゴoCo%s勿%θπcθ3
0ア'勿26σc6,1919(早 坂忠訳 『平和の経済的帰結』昭52.東 洋経済新報社)と,ド ィ
ッ賠償の実際の惨胆たる経験が決定的な影響を与えたことは明かである。ハロッド,前
掲訳書,716ペ ージ,お よびガー ドナー前掲訳書,174ペ ージ参照。
第二次大戦終結後,焙 償は,戦 敗国に残存していた物資,施 設を占領軍が接収すると
い う現物賠償の形で行われ,金 銭賠償は行われなかっπ。ただし日本はビルマとインド
ネシアに金銭賠償を行なっているが,そ れは日本がこれらの国に対する復興援助という
名目で行われた。
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当然であると考えていた。 しか し,そ れでは第一次大戦後の戦時貸借問題を第
二次大戦後に再発 させることになる。米国政府当局者はそのような事態を回避
したいと考えていた。 しか しながら,も し防衛物資貸与について一切返済を求
めないとい う政府方針を明かにするならば,議 会の承認を うることが難 しくな
り,武 器貸与法 自体が成立しな くなる。 そこで大統領は,つ ぎのような仕 方
で,返 済問題の処理を後 日に残す方針をとった。
　 ラ
すなわち,武 器貸与法(1941年3月 成立)の 内容は次の ようである。
(1)特 定国の防衛が 「米国の防衛にきわめて重要」 と大統領が認めた国に対
して,防 衛物資を 「売却,権 利譲渡,交 換ないし他の形で処分」する権限
を大統領に付与する。
(2)貸 与物資の決済については,大 統領に大幅な自由裁量の余地を 与 え る
が,決 済条件セこは 「物品,物 財その他直接,間 接に米国の利益になると大
統領が認めた物件での支払いないし返済」を織 り込むもの とする。
つま り武器貸与法は,米 国の提供する防衛物資の見返 りとして,何 らかの利
益を相手国に要求することを,大 統領に義務付けるものである。そのような義
務が大統領に課せられた結果,大 統領 と国務省は,そ の 「見返 りの利益」 とし
て,英 国その他の援助受領国に対 して,「 戦後,多 角貿易の復活に協力すると
い う約束」を求めるとい う方法をとることに した。その結果,英 国は じめ多 く
の国との問で締結 された相互援助(武 器貸与)協 定Mutua正Aid(Lend・Lea忌e)
Agreementの なかに,戦 後の通商政策についての公式の約束が挿入されること
　
にな った。
1941年8月14日,「 大 西洋憲章」AtlanticCharterが 宣言 された。 それ はル
ーズ ベル ト大統領 ,チ ャーチル首相 の両 巨頭が,同 月9～12目,ニ ューファ ゥ
ソ ドラ ソ ド沖,大 西洋上 の米艦で会談 した ときの声 明である。 この大 西洋会談
はル ーズベル トの発案 に よって行われた。 彼は武器貸与 その他につ きチ ャーチ
28)ガ ー ドナ ー,前 掲 訳 書,174-175ペ ー ジ。
29)そ の 後 米 国は 同 じ内 容 の 相互 援 助 協 定 を ソ連,中 国,ベ ル ギ ー,チ ェ コス ロパ キ ァ,
エ チ ォ ピア,ギ リシ ア,リ ベ リア,オ ラ ソダ,ノ ル ウ ェー,ユ ー ゴス ラ ビア,オ ース ト
ラ リア,ニ ユ ー ジ ー ラ ン ド,カ ナ ダ と締 結 した。R.W.Oliver,oρ.cゴ';,p.101.
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ル と意見の交換を希望 していた。当時,米 国は,同 年3月 に成立した武器貸与
法(国 内法)に もとづき,英 国との間で相互援助筋定(条 約)締 結の交渉 が行
　
われていた。 しか し,米 国内の空気は,相 互援助協定の締結には乗 り気でなか
った。武器貸与法は成立させた ものの,中 立国たる米国がこれ以上戦争に コミ
ッ トすることに,多 くの国民が不安を感 じていたか らである。 したが ってル7
ズベル トとしては,相 互援助協定に対 して国民の支持を うる必要があ り,英 国
は米国の目的 とする自由と正義のために戦っているのだとい う大義名分が必要
だ った。一方,チ ャーチルとしては,こ の会談を米国の参戦を促が し,ま た日
本の南進に対 して共同戦線をはる絶好の機会 と考えていたが,戦 後問題にっい　
て話 し合 う気持はなかった。'
さて洋上会談の後,大 西洋憲章が宣言されたが,憲 章第4項 は,戦 後経済に
　ラ
つ い てつ ぎの ように述べてい る。
第4に(米 英)両 国は,そ の現に存する義務匹対 して正当な尊重を払いつつ,大 国た
ると小国たるとを問わず,ま た戦勝国たると敗戦国たるとを問わず,す べての国に対
して,そ の経済的繁栄に必要な世界の通商及び原料の均等な解放がなされるよう努力
する。(傍線:筆 者)
しかし,憲 章第4項 がこのような形にまとまるためには,次 のような経緯があ
った。 まず国務省が第4項 の草案 としてあらか じめ作成 して大統領に提示 した
　ラ
文案 は,次 の よ うな ものであった。
第4に 米英両国は,そ れぞれ他方を原産地 とする物資の輸入に対する米国ならびに英
国内の差別を撤廃することにより,相 互に有益な経済関係を促進するよう努力するも
のとする。さらに両国は,世 界のすべての国が公平な条件のもとに市場に接近し,経
済の繁栄に必要な原材料を確保する権利の享有を促進するよう努力するものとする。
(傍線;筆 者)
30)米 英 相 互 援 助 協 定締 結 の 交 渉 に は,英 国 側 の 代表 と してJ.M.ケ イ ソズが 当 った。
ケ イ ン ズは これ を機 会 に,モ ル ゲ ン ソー財 務 長 官や ハ リー ・ホ ワイ トと知 り合 うよ うに
な った 。 ハ ロ ッ ド前 掲 訳 書,718,710-714ペ ー ジ。
31)ガ ー ドナ ー 前掲 訳 書,154ペ ー ジ。
32)横 田 喜 三 郎 ・高野 雄 一編 『国際 条 約 集(第 二 版)』 昭45,有 斐 閣,366ペ ー ジ。
33)ガ ー ドナ ー 前 掲 訳 書,157-158ペ ージ。
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この文案はルーズベル ト大統領の目に対 しても,い ささか奇妙に映った。大
西洋憲章の ような戦後世界の基本原則を謳 う格調高い宣言文の文案 として,あ
ま りにも不釣合いである。それは貿易協定の一規定 として述べられるべ き性格
のものである。大統領は修正を指示 した。その結果,こ の文案の前半部分(傍
線)を 削除して,後 半部分を生か し,さ らに 「差別されることな く」 とい う文
言を加え,結 局,「第4に 米英両国は,世 界のすべての国が差別されることな く
公平な条件のもとに(以 下そのまま)………」 とい う文案に修正された。それが憲
章第4項 の米国側原案 として,チ ャーチルに示された。
この米国側原案は,チ ャーチルには とうてい承認できるものではなかった。
「差別されることな く」 とい う文言は,英 帝国特恵制度(オ ッタワ協定)を 否
定す る虞れがあるからである。チャーチルはこの文言を削除 し,さ らに 「既存
の義務を十分尊重す る」 旨の免責文言の挿入を求めた。国務省側はこのチ ャー
チルの修正要求に反対 したが,ル ーズベル ト大統領はこれを受け入れて,結 局,
きまラ
さきに記 した大西洋憲章第4項 の文言に落ち着いた。
では,な ぜ米国務省が大西洋憲章に,そ のような一見場違いとも見える文言
を入れ ようとしたのであろうか。この疑問への解答は,当 時ワシソ トソで行わ
れていた来英相互援助協定の交渉のなかに求めることができるのである。
(5)米 英 相互援 助 定協 第7条
1941年5月,ケ インズは初めて米国を訪れて,武 器貸与問題で国務省 と交渉
にはいった。 同年7月28日,国 務省はケインズに,後 で 「相互援助協定第7
　ラ
条」 となった条文の最初の草案を提示 した。それは次のようであった。
1941年3月11日 国会制定(筆 者注=武 器貸与法)に もとついて提供された援助の見返 り
として,米 合衆国に与えられるべき利益について最終的に決められる条項ならびに条
件(termsandconditions)は,両 国間の通商を妨げるものであってはならず,両 国
34)同 訳 書,158-161ペ ー ジ。
35)本 文 の 「米 英 相互 援 助 協 定 第7条 」 の文 言 は,協 定 の原 文 が 入手 で きな が った た め,
筆 者 が,ガ ー ドナ ー前 掲 訳 書,176,179ペ ー ジ の引 用 文 と01ver,oρ.oづ'.,pp.100-101
の 引用 文 の二つ を合 成 して作 っ た もの で あ る、
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間の相互に有益な経済関係を促進し,全 世界的な経済関係の改善を助長するものでな
くてはならない。すなわち,米 英両国はそれぞれを原産地とする物資の輸入に対する
米合衆国ならびに連合王国の差別を撤廃し,こ れ らの目的を達成するための措置を規
定す る もの とす る。(傍 線:筆 者)
明らかにご航は,さ きに述べた大西洋憲章第4項 のために国務省が準備した
最初の草稿 と実質的に同 じである。そこには英帝国特恵の米国に対する差別措
置の撤廃が求められている。チ ャーチルが修正を申し入れたの も当然である。
チ ャーチルに先 き立って,ケ イソズもこの草案に反対 していた。ケイソズは
ロ 　 エ
これを 「ハル氏の気違い じみた提案」 と批判 し,「 もし,貿 易を均衡させて,
シヤハ ト流の策略に訴えることを不必要にす るために,英 米共同の大努力がな
されなければ,英 国はシヤハ ト博士(筆 者注,ナ チス・ドイツの経済相,貿 易政策の
あらゆる手段を経済侵略の具として用いた)の あらゆる武器を使わねぽな らなくなる
おの
であろ う」 と反発 した。その結果,交 渉は行 きづま り,ケ イソズは8月 帰国し
た。 このケインズの批判が国務省側に,「英国は過去30年 間に致命的な弊害を
ヨの
もた らした ものとまった く同じ制度を戦後に復活させ ようとしている」 という
印象を与えた。そのような事情があったために,米 国務省は,大 西洋会談にお
いて,戦 後世界経済の自由無差別原則について,は っきりした言質を英国から
取っておこうとして,前 節に述べたように大西洋憲章第4項 の最初の草案を準
備したのである。
しか し,米 国側には誤解があった。前記協定第7条 草案に対するケインズの
反対は,そ れが英帝国特恵の撤廃を要求し,英 帝国全体の経済的基盤を危 うく
す るものであるといった,感 情的理由によるものではなかった。ケインズが心
配 していたのは,戦 後に英国が当然直面するであろう深刻な国際収支困難を,
いかに して切 り抜けるかとい う問題であった。 ケイソズとしても貿易障壁の軽
減には賛成である。 もし英国が米市場か ら締め出されたならぽ,英 国の国際収
支困難は絶望的状況に陥いるであろ う。 しか し,た とえ貿易の自由化が行われ
36)ハ ロ ッ ド,前 掲 訳 書,719ペ ー ジお よび ガ ー ドナ ー,前 掲 訳 書,176ペ ー ジ。
37)ハ ロ ツ ド,前 掲 訳 書,720ペ ー ジ。
38)ガ ー ドナ 「 前 掲 訳 書,156ペ ー ジ。
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た としても,も し米国が不況に陥ったならぽ,や は り英国は国際収支困難に直
面するであろ う。米国務省は貿易障害の軽減にばか り目を向けて,自 由な貿易
体制確立のための前提条件一 不況回避のための措置一 についてまった く配
ヨの
慮 していない。 これ が ケイ ソズの不満 の要点 であ る。
ケイ ソズの帰国後,英 米双 方か ら歩み寄 りが行われ る よ うにな った。 まず ケ
イ ンズの側に,米 国務省 の見解 に対 して前 向 きかつ建設的 に対応す るこ とが 必
要 であ るとの考 えが強 くな った。 それ とい うの も,ケ インズの滞米 中,国 務省
スポ㌫ クスマ ソ,ハ ー リー 。ホ ーキ ソズHarryHawkinsがケイ ソズに対 し
て,も し両 国間に貿易戦争 が発 生 し,「 ジ ャソ グルの法 則」が支配す る よ うな こ
とになれば,勝 つのは米 国であ る,と 警告 したか らである。 この警告(強 迫?)
るの
は ケイ ソズには こたえた ようであ る。
さ らに ケイ ンズは,米 国側 に建設 的に対応す る試み として,後 で 「ケイ ソズ
案」 として知 られ る 「国際清 算同盟」IntemationalClearingUnionの構想 を
つ くり上 げて,戦 後 構想に新 しい展望を持つ ことがで きる ようにな っ た こ と
41♪
も,ケ イ ソズの歩み寄 りを促 した要 因 といえ る。
他方,米 国側 に も新 しい動 きが生 じた。 ロソ ドン駐在,米 大使 館経済顧 問ペ
ンローズE.F.Penroseの努力 に よ り,英 国側の真意が理解 され るよ うにな
　ラ
り,米 国の態度が弾力化 した。その結果,両 者 の間に歩み寄 りが見られ,相 互
援助協定第7条 の草案が成立 した。 この新 しい草案は,先 に述べた国務省草案
の前半をそのまま生かして,後 半部分(傍 線部分)を 削除 し,さ らにそれに次
るヨラ
の文章を付け加えた ものである。そ してこれがそのまま相互援助協定第7条 と
なった。
この目的のため,こ れらの条項ならびに条件には,米 合衆国と連合王国との間で合意
される措置に関する規定を含むものとし,こ の措置には精神を同じくするすべての国
39)ハ ロ ッ ド,前 掲 訳 書,719-720,723-724尺 一ジ。 ガ ー ドナ ー,前 掲 訳 書,176-178ペ
ー ジ。 ・
40)ハ ロッ ド,前 掲 訳 書,720。736ペ ー ジ。
41)同 書,737ペ ー ジ。
42)ガ ー ドナ ー,前 掲 訳 書,177ペ ー ジ。
43)注(35)参 照g
1
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が参加することができるが,そ の目的は,第 一に適切な対外的,国 内的手段により生
産,雇 用,財 貨の交流ならびに消費を拡大することであり,こ れはすべての諸国民の
自由と福祉の重要な基盤となるものである。第二にその目的は国際貿易上のあらゆる
'差別待遇を撤廃 し,関 税その他の貿易障壁を軽減することである。さらに一般的な目
的として,1941年8月14日 米合衆国大統領と連合王国首相によって発表された共同
声明'(筆者注:大 西洋憲章)に 織 り込まれているすべての経済目的を達成すること とす
る。
両国政府は,早 い適当な時機に話合いを始めるものとする。その目的は経済の現状
に照らして,両 国問で合意される措置により,上 記の目的を達成し,さ らに精神を同
じくする他の外国政府との間で合意しうる措置を追求するため最善の手段を決定する
ことである(傍 線:筆者)。
明かにこの付加された文章は,す でに述べたケイソズの不満を取 り除こうと
するものである。 すなわち,与 えられた 援助に対す る 「見返 りの利益」 と し
て,英 国は世界貿易の自由化,無 差別化に協力するが,そ れには 「経済の現状
に照らして」「合意 される措置」を という免責条項が付けられている。 さらに
「生産,雇 用,財 貨の交流ならびに消費の拡大」を図るために 「対外的,国 内
手段」を とるとする 不況対策への配慮を義務づけて,「差別待遇の撤廃」の 義
務と釣 り合いを保たせている。
この相互援助協定第7条 は,1942年2月23日,ワ シソ トンで調印された。
か くしてブレトン ・ウッズへの途は法的に設定され,戦 後構想の設計がここか
ら本格的に開始されるのである。
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